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午後１時30分開会 

○事務局 時間になりましたので、只今より平成30年度第１回ＡＳＥＡＮワークショップ

を開催いたします。 

 私は、本ワークショップの事務局を務めさせていただきます財務総合政策研究所国際交

流課の池田と申します。後ほど議事進行を座長にお願いするまでの間、当面の進行役を務

めさせていただきます。 

 開会に先立ちまして、座長のご紹介をいたします。本ワークショップの座長は、昨年度

に引き続き早稲田大学の浦田秀次郎先生にご快諾をいただきました。先生には改めて御礼

申し上げます。 

 また、あらかじめのお断りではございますが、本ワークショップでご議論いただきまし

た内容は、ご発言いただきました皆様の確認を得た上で、議事録としてとりまとめて当研

究所のホームページにて発表資料とともに公表する予定でございます。 

 開会に際しまして、当研究所の所長の美並よりご挨拶申し上げます。美並所長、よろし

くお願いいたします。 

○美並所長 財務総合政策研究所の所長の美並でございます。 

 平成30年度第１回のＡＳＥＡＮワークショップ開催でございますので、一言ご挨拶申し

上げます。 

 本ワークショップは、財務省におけるＡＳＥＡＮ諸国の現状と政策に対する認識を深め

るために2016年度に立ち上げ、今年度で３年目を迎えるところでございます。 

 ＡＳＥＡＮ諸国の経済発展にはばらつきが見られますものの、全体としていえば、日本

企業を含む海外からの直接投資を受け入れながら、グローバルサプライチェーンの一部と

して重要な役割を果たしていると思います。 

 また、財務省としても、ＡＳＥＡＮ諸国の発展を支援するため、各種の支援を行ってき

ているところでございます。 

 このように、ＡＳＥＡＮ諸国との経済連携や協力関係が進展する中、外部有識者の皆様

方のご協力を得て、ＡＳＥＡＮに関する最新の動向を省内で共有する本ワークショップは

重要な機会と考えております。 
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 本日は、従来のイメージである直接投資の受け手としてのＡＳＥＡＮとは異なるＡＳＥ

ＡＮ諸国発の多国籍企業の動向について牛山様より発表いただくことになっており、私自

身も大変楽しみにしているところでございます。 

 本年度のワークショップが充実したものとなることを期待いたしまして、簡単ではござ

いますが、私の挨拶とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○事務局 美並所長、ありがとうございました。 

 続きまして、座長の浦田先生よりご挨拶をいただきます。浦田座長、よろしくお願いい

たします。 

○浦田座長 ありがとうございます。 

 只今ご紹介いただきました浦田です。本年度もよろしくお願いいたします。 

 まず、私から、本年度もＡＳＥＡＮワークショップを実施していただく、美並所長をは

じめ財務総合政策研究所の方々に御礼を申し上げたいと思います。どうもありがとうござ

います。 

 美並所長から今ＡＳＥＡＮの重要性のことをお話しいただきましたが、私も全く同感で

して、繰り返しになるかもしれませんが、幾つか私としての興味をお話しして挨拶に代え

たいと思います。 

 １つは、インドと中国という非常に注目される大国に囲まれたＡＳＥＡＮ地域でありま

す。美並所長もおっしゃられたように、経済成長は今のところ非常に順調にいっていると

私も思っております。ただ、シンガポール、ブルネイは別として、ほかの国々はまだ中所

得国であります。中所得国の罠ということで注目された時期があると思いますが、そうい

う時期がまだまだ続いており、果たして高所得国に移行できるのかというのが非常に関心

の高いテーマだと思います。 

 それにも関連して、2015年にＡＳＥＡＮ経済共同体が設立されましたが、それ以降どう

いう影響、効果があるのかということについても関心があります。 

 最近の話ですと、米中貿易戦争が勃発していますが、そういう中でＡＳＥＡＮへの投資

が増えているのではないかという話もあります。その辺の実態はよくわからないのですが、

米中貿易戦争の中でのＡＳＥＡＮの位置、役割等についても非常に関心を持っております。 
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 それから、これは経済ではないのですが、国際関係という観点からもＡＳＥＡＮは非常

に注目される地域、国々だと思います。中国とアメリカが貿易戦争、さらには覇権を争っ

ている状況の中で、ＡＳＥＡＮの中でも、中国に近い国もあり、中国とは離れている国も

ある。そういう中で、今インド太平洋戦略という話が出てきていますが、その中心にある

のはＡＳＥＡＮではないかと思います。 

 あまり脈絡のない形で私が興味深いと思っている点を述べさせていただきましたが、そ

ういった観点からも私はＡＳＥＡＮに非常に注目しております。 

 また、本日牛山さんにお話ししていただくＡＳＥＡＮの躍進する地場企業、ＡＳＥＡＮ

企業については、私はほとんど知識がないので非常に楽しみにしております。 

 簡単ではありますが、以上で私の挨拶に代えさせていただきます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○事務局 浦田座長、ありがとうございました。 

 それでは、本日ご講演いただく日本経済研究センター主任研究員、牛山隆一様をご紹介

させていただきます。牛山様は、日本経済新聞社に入社後、国際アジア部記者、シンガポ

ール特派員、ハノイ支局長、シンガポール支局長などを経て、2011年から現職を務められ、

アジア経済、日本アジア企業の経営戦略を専門に研究されております。直近では、ＡＳＥ

ＡＮ企業の海外事業展開に関する調査などに力を入れておられ、これに関する単著の発行

などもされております。 

 本日は牛山様より「越境するＡＳＥＡＮ企業～加速する多国籍化」と題してご発表いた

だきます。 

 ここからは議事進行を浦田座長にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○浦田座長 それでは、早速ですが、牛山さんからお話を伺いたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

○牛山主任研究員 牛山と申します。本日はこのような機会を与えていただきまして大変

光栄に思っております。よろしくお願いします。 

 先ほど単著を出したという話をしていただきましたが、『ＡＳＥＡＮの多国籍企業』と

いう本を出しました。副題は「増大する国際プレゼンス」です。ＡＳＥＡＮの地場企業が



 - 4 -

近年、本日のタイトルにありますように、積極的に越境し、多国籍化に拍車をかけている

状況を、統計と企業の実例、事例の双方からまとめてみたものです。 

 早速、本題に入ります。 

 まず、ＡＳＥＡＮ経済が引き続き注目されている背景を、簡単にご説明します。 

 次に、ＡＳＥＡＮ諸国が近年、投資の受け手に加えて、出し手としての側面も強めてい

ることを、データを基にご説明します。 

 更に対外進出を活発化しているＡＳＥＡＮ企業にはどういうところがあるのか。様々な

リストやランキングを基に、少し概観します。その後で、具体的な企業例についても、い

くつか触れたいと考えています。 

 最後に、ＡＳＥＡＮ企業の多国籍化、グローバル化という現象が、日本企業にとってど

のような意味があるのかを考えます。 

 それでは、早速始めたいと思います。 

 まず、ＡＳＥＡＮが日本企業に引き続き注目されているということは、例えば、よく引

き合いに出されるＪＢＩＣのアンケート調査の結果などからも確認できます。 

また、ＡＳＥＡＮの対内直接投資額（ＦＤＩ）をフローの数字で見ると、2008年、09

年頃までは中国に比べかなり少なかったのですが、2010年ぐらいからは中国と拮抗する状

態が目立ってきました。日本だけでなく、世界からＡＳＥＡＮへのＦＤＩは、増加トレン

ドを鮮明にしています。 

日本企業のＡＳＥＡＮ展開の現状は、民間企業関係者の駐在員数の分布を調べた外務

省の統計を見るとよくわかります。中国、アメリカ、ＡＳＥＡＮの３つの国・地域を比べ

ると、今から10年前の2008年時点でＡＳＥＡＮはアメリカ、中国よりも少なかったのです

が、その後増加を続け、2017年に両国を抜きました。ＡＳＥＡＮは民間企業の駐在員が最

も多く分布する地域になったのです。こうした数字を見ても、日本企業がいかにＡＳＥＡ

Ｎに力を入れているかということがわかるのではないかと思います。 

 日本企業を引き寄せるＡＳＥＡＮ経済の見どころというと、ＡＥＣ創設に象徴される経

済統合の進展とか、越境インフラの整備、具体的には陸のＡＳＥＡＮにおける東西、南北、

南部の３つの経済回廊を軸とするコネクティビティの改善があります。ＡＳＥＡＮを中核
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とするＦＴＡ／ＥＰＡネットワーク、特に2010年にＡＳＥＡＮ＋１と呼ばれるネットワー

クが完成し、その中心にＡＳＥＡＮが位置するという点も注目されました。 

 また、ミャンマーなど、域内後発国の胎動も見逃せません。2010年頃から、従来は日本

企業の投資先として蚊帳の外にあった後発国が投資先として注目されるようになりました。 

 このようにＡＳＥＡＮ経済の見所は色々ありますが、本日注目したいのは、ＡＳＥＡＮ

の地場企業が躍進し、国際プレゼンスを増大させているという点です。このことは比較的

言及されることが少ないのですが、ＡＳＥＡＮ経済の今を理解するためには必須の知識と

考えられます。 

 ＡＳＥＡＮ企業が躍進している状況を、具体的なデータで確認しましょう。ＡＳＥＡＮ

から外に向かう投資、つまり対外ＦＤＩの数字を、ＡＳＥＡＮ主要４カ国のシンガポール、

タイ、マレーシア、フィリピンについてフローベースで見ます。もちろん国によって違い

はありますが、総じて2000年代後半ぐらいから拡大トレンドが鮮明です。この数字にはＡ

ＳＥＡＮの地場企業の対外投資だけが含まれるわけではありません。例えばシンガポール

の対外ＦＤＩの中には、シンガポールにアジア本社を置く多国籍企業がベトナムやミャン

マーに投資するといった事例も含まれます。そうした部分は差し引いて考える必要があり

ますが、全体的なトレンドとしてＡＳＥＡＮの地場企業の対外投資に勢いが付いていると

言って差し支えないでしょう。 

 特にマレーシアとタイは目を引きます。マレーシアは対外が対内を上回る年が近年目立

ち始めています。タイもフローの数字は年毎の変動が大きいのですが、やはり対外が対内

を上回る年が観察されます。 

 対外ＦＤＩの推移をストックべースで見るとなだらかになります。マレーシアは、直近

の2017年は対外が対内を下回っていますが、2014年から16年まで３年連続で対外が対内を

上回るという、ＡＳＥＡＮ諸国の中では初めての現象が起きました。ＡＳＥＡＮ諸国は外

資導入を原動力に経済成長を続けてきた国が多いため、対内が対外を上回るケースが多い

のですが、どの国も差は縮小トレンドにあります。 

これ（スライド10）を見ると、ＡＳＥＡＮ10カ国を合算した場合の、対外ＦＤＩのフ

ローの金額がわかります。参考までに日本や中国、インド、韓国の対外ＦＤＩの推移も並
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べました。それによると、ＡＳＥＡＮの対外ＦＤＩは日本や中国より規模は小さいものの、

日中と同様に拡大トレンドを辿っています。ただ、ＡＳＥＡＮの対外ＦＤＩの中には、例

えばシンガポールからマレーシアへ、タイからインドネシアへ、フィリピンからベトナム

へといった、対ＡＳＥＡＮ域内のＦＤＩも含まれていますので、その点はご留意ください。 

 こうしたＡＳＥＡＮ対外ＦＤＩの拡大の背後には、ＡＳＥＡＮ企業が海外展開に力を入

れているという状況があります。それではどのような企業があるのでしょうか。この表

（スライド12）は私がアトランダムにピックアップしてきたＡＳＥＡＮ企業のリストです。 

 例えばＡｉｒＡｓｉａというアジア最大の格安航空会社や、マレーシアのゴム手袋メー

カーで世界トップのＴｏｐ Ｇｌｏｖｅ、アジア有数の多国籍病院と言われているＩＨＨ 

Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅなどがあり、各業界ではとても知名度が高い企業群です。ＡｉｒＡ

ｓｉａは日本にも飛んでいますから、乗った方も多いでしょう。ただ、全体的に日本では

知名度が高くない企業が多いのではないでしょうか。ただ、ＡＳＥＡＮ企業の中には世界

有数とかアジア有数と形容される企業が意外と多いのです。 

 この表（スライド13）は、Ｂｏｓｔｏｎ Ｃｏｎｓｕｌｔｉｎｇ Ｇｒｏｕｐが選んだ

世界で活躍する新興国の優良企業の中からＡＳＥＡＮ企業をピックアップしたものです。

この調査では世界から数十社選ばれていますが、ＡＳＥＡＮから選ばれたのはこれら14社

です。先ほどご紹介した私が作成した表でも出てきたＡｉｒＡｓｉａのような企業もあり

ます。この調査ではマレーシアやタイ、インドネシア、フィリピンの企業が選ばれていま

す。 

 ＡＳＥＡＮ多国籍企業の主要な顔ぶれということで、もう１つ取り上げたいのはＵＮＣ

ＴＡＤがほぼ毎年発表している発展途上国の多国籍企業ランキングです。これは金融機関

を除く多国籍企業を、対外資産額の規模を基準にランキングしたものです。ランキングは

100位までですが、ＡＳＥＡＮ企業は合計16社入っています。これは中国の24社に次ぐ規

模で、途上国の中ではＡＳＥＡＮに有力な多国籍企業が少なからずあることを示します。

ランクインしたＡＳＥＡＮ企業の国籍を見ると、シンガポールやマレーシアが目立ちます。

業種は、通信やホテル、観光関係、建設など、非製造業が多いです。東南アジアは一次産

品関連の有力企業も多いのですが、例えばパーム油の原料であるアブラヤシ農園を経営し



 - 7 -

ている企業なども含まれています。 

 ＡＳＥＡＮ企業の海外展開の経緯を簡単に振り返りますと、先ほどのデータからも見て

とれるように、2000年代後半ごろから加速しました。もちろん、それ以前から国際経営に

力を注いできた企業はありましたが、そういった企業が海外展開に一段と拍車をかけると

ともに、その一方で新しく海外事業に乗り出す企業も増えました。こうした２つの動きが

重なって、ＡＳＥＡＮ企業の海外展開が大きな動きになったと言えるでしょう。 

 政府系、東南アジア経済で大きなパワーを持つ華人系、そして地場資本系という３つの

企業カテゴリーでいずれも顕著な国際化が観察されるのも特徴です。ただ、国別の違いは

あり、シンガポール、マレーシアは政府系が多国籍化を牽引しています。タイは華人系の

財閥が中心です。いずれの国にも共通するのは、地場の新興企業がどんどん出てきて、国

際化を進めているという点です。象徴的な事例が有名はスタートアップ企業であるシンガ

ポールのＧｒａｂや、インドネシアのＧｏ－ｊｅｋという会社です。また、越境経営を積

極化している企業の業種は、先ほど申し上げましたように、金融や小売りなどのサービス

業や、農園経営など一次産品関連が多く、製造業は比較的少ないです。 

 展開先は、全世界に広がっていますが、多いのはホームグラウンドのＡＳＥＡＮ域内で

す。実際、ＡＳＥＡＮ域内のＦＤＩ比率は上昇を続けており、ＡＳＥＡＮ域内の貿易比率

とほぼ肩を並べるところまできています。 

ＡＳＥＡＮ企業の多国籍化に拍車がかかっている背景は何なのでしょうか。考えられ

るのはこれらの要因です（スライド16）。 

 １つは、2000年代にＡＳＥＡＮ経済が成長する中で地場企業がそれぞれの国で実力を高

め、資金力、技術力、ノウハウの蓄積や人材の育成が進んだことです。 

 次に、国内市場の飽和や成長力低下、特にタイなどでは少子高齢化が進む中で、各国政

府が地元企業の海外進出を後押ししていることです。国内市場で競争が厳しくなったり、

環境が悪化したりといった状況も要因に挙げられると思います。シンガポールやマレーシ

ア、タイでは様々な税制優遇措置を導入したり、投資ミッションの派遣を増やしたりする

など支援策を拡充しています。 

 ＡＳＥＡＮ企業の主要展開先がＡＳＥＡＮになっていることから、ＡＳＥＡＮの経済統
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合も地場企業の越境経営を促進する要因になっていると思います。ＡＳＥＡＮ企業は近年

カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムというＣＬＭＶ諸国に果敢に進出しており、

これら後発国における事業機会の獲得に躍起です。 

 具体的な企業の事例に移ります。何社かのスライドをご用意しました。 

 まず格安航空のＡｉｒＡｓｉａです。ＡＳＥＡＮは格安航空のシェアが非常に高く、６

割を超えていると言われます。この格安航空市場を牽引してきたのがＡｉｒＡｓｉａとい

う会社です。2001年に創業したときには１つの目的地、クアラルンプールからマレーシア

のランカウイという島に飛ばしていました。保有する航空機はたった２機でした。それが

今や、乗り入れ先が21カ国・120都市へ広がり、航空機は200機近くまで増えました。 

 ＡｉｒＡｓｉａはＡＳＥＡＮ企業の躍進が語られる際によく引き合いに出される会社で

す。その業績拡大の経緯を示すのが左下の折れ線グラフ（スライド19）です。シンガポー

ル航空やガルーダ航空、タイ国際航空、マレーシア航空など、ナショナルフラッグキャリ

アと言われる航空会社は全般的に伸び悩んでいますが、ＡｉｒＡｓｉａは一気にそれらを

抜き去り、さらに差を広げています。2017年の乗客数は6,400万人に達しました。近い将

来１億人を目指すとグループＣＥＯのトニー・フェルナンデス氏は意気込んでいます。 

 ちなみに、去年の乗客数を見ると、日本のＡＮＡが5,400万人で、ＪＡＬが4,300万人で

したので、ＡｉｒＡｓｉａの方が多くなっています。 

 ＡｉｒＡｓｉａはどの国で顧客を獲得しているのでしょうか。右の円グラフを見ると、

本拠地マレーシアに加え、タイ、インドネシア、フィリピンといった現地法人を展開して

いるＡＳＥＡＮ諸国が中心です。これらＡＳＥＡＮ４カ国で全乗客数の９割を超えていま

す。ＡｉｒＡｓｉａはまさに「ＡＳＥＡＮの航空会社」と言えるでしょう。 

 次にご紹介するのはシンガポールに本拠を置く多国籍ベーカリーのＢｒｅａｄ Ｔａｌ

ｋです。私が個人的に好きな会社でもあります。この会社は、スライド21のように海外に

展開しています。国内外で871店舗ありますが、大半は海外です。中国と東南アジアに多

く分布しています。近年は特に東南アジアで店舗数を増やしており、私がよく出張するタ

イのバンコクではそのテンポの速さを実感します。 

 ベトナムの携帯通信会社、Ｖｉｅｔｔｅｌも海外展開にかなり力を入れています。正式
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社名はベトナム軍隊工業通信グループで、国防省の系列企業です。ベトナムでＳＯＥ（Ｓ

ｔａｔｅ―Ｏｗｎｅｄ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ）といわれる主要企業の一つです。Ｖｉｅ

ｔｔｅｌはベトナムが生んだ初の本格的な多国籍企業と言われますが、確かにスライド22

の地図が示すように広範囲な地域に進出しています。 

 Ｖｉｅｔｔｅｌによると、カンボジア、ラオス、東ティモール、ブルンジ、モザンビー

クでシェア１位を獲得したそうです。Ｖｉｅｔｔｅｌ進出先には特徴があり、貧しい国が

目立ちます。10カ国のうち、カメルーンとペルーを除くと、いずれも国連からＬＤＣ（後

発開発途上国）に指定されています。ベトナムより発展の度合いが低い国に進出し、安価

なサービスを売り物に市場を開拓するというのが、この会社の戦略です。 

 ＡＳＥＡＮにはほかにもシンガポールのＳｉｎｇｔｅｌ、マレーシアのＡｘｉａｔａと

いう海外展開に意欲的な通信会社があり、ＡＳＥＡＮ携帯通信市場で激しい陣取り合戦を

繰り広げています。Ｓｉｎｇｔｅｌ、Ａｘｉａｔａは1990年代から海外展開に力を入れて

きましたが、2010年頃から新参のＶｉｅｔｔｅｌも追随しました。ＡＳＥＡＮ携帯通信市

場を巡るこの三羽ガラスの動きからは今後も目が離せそうにありません。 

 一方、マレーシアにはアジアを代表する多国籍病院であるＩＨＨ Ｈｅａｌｔｈｃａｒ

ｅという会社があります。富裕層を多な対象に事業を展開しています。 

スライド25が示すように様々な国へ進出しており、シンガポールや中国、インド、Ｕ

ＡＥ、トルコなど現時点で９カ国に49の病院があります。現在力を入れているのが中国で、

上海や南京に新病院を作る計画があります。ＩＨＨ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅは株式を上場

しており、病院経営会社として世界２位の時価総額を誇ると言われます。１位はアメリカ

の企業ですが、この会社はアメリカ国内のみで事業を展開しているので、多国籍化という

面ではＩＨＨ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅが世界一と言われます。 

 フィリピンにある外食チェーン、Ｊｏｌｌｉｂｅｅ Ｆｏｏｄｓも見逃せません。この

会社は2000年代に国内外でＭ＆Ａに注力し、経営規模を拡大しました。日本の外食大手と

比較すると、Ｊｏｌｌｉｂｅｅ Ｆｏｏｄｓは吉野家よりも海外店舗数は多くなっていま

す。時価総額も日本の外食大手よりも大きいです（2018年10月時点）。中核チェーンのハ

ンバーガーショップは海外ではベトナムにかなり分布しています。 
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 最後に最近話題のスタートアップではシンガポールに有名なＧｒａｂがあります。ＡＳ

ＥＡＮ最大のタクシー配車のアプリ会社で、域内８カ国200以上の都市に展開しています。

運転手100万人超が登録されています。去年11月に利用件数が累計10億件、今年の夏に20

億件を突破しました。この成長力に着目して、シンガポールの政府系投資のテマセクや、

中国投資ＣＩＣ、ソフトバンクなどが投資をしています。トヨタも今年６月に約1,000億

円規模で投資しています。 

 ＡＳＥＡＮ企業の間で加速する多国籍化、海外展開になぜ着目すべきなのか。スライド

30に示したような理由を挙げたいと思います。まず、世界ないしはアジアで有数の規模へ

飛躍する事例が目立ち、単純に観察対象として興味深いというのがあります。 

 第２に、多国籍化に弾みが付く中で、ＡＳＥＡＮ企業が日本企業の連携相手として存在

感を高めているということが挙げられます。 

 第３に、先ほど浦田先生から中所得国の罠という話がありましたが、この罠の議論にお

いてＡＳＥＡＮ企業の海外展開は一つの論点になるとみられることです。実際、ＡＳＥＡ

Ｎ諸国の中にはマレーシアやタイのように地元企業の海外展開を罠の克服に役立てようと

しているところがあります。海外投資収益を拡大し、ＧＮＩを押し上げたいという思惑が

あります。 

 第４にＡＳＥＡＮ企業の主要な展開先がＡＳＥＡＮ域内であることから、ＡＳＥＡＮ経

済統合の新たな推進力としての期待もあるのではないかと思います。 

 この４つの中で本日強調したいのは、日本企業の広域連携パートナーとしてのＡＳＥＡ

Ｎ企業という側面です。日本企業にとってＡＳＥＡＮは古くから主要な展開先であり、地

元企業との付き合いも長く深いのですが、ざっくり言って、これまではスライド31の左側

のような関係が中心だったと思います。つまり、パートナーのＡＳＥＡＮ企業の地元で提

携する、例えばマレーシア企業とマレーシアで提携し、パートナーが地元で持つノウハウ

や人脈、政府とのつながりを取り込む形で日本企業が事業を展開するというスタイルです。 

 こういったやり方は今も中心を占めていますし、今後もそうだと思いますが、最近は右

側のようなパターンも増えています。これは、ＡＳＥＡＮ企業の多国籍化が進む中、日本

企業がＡＳＥＡＮ企業と組んで、他のＡＳＥＡＮ諸国やアジア全域、あるいは世界に展開
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していくという、リージョナル、グローバル規模のコラボレーションです。 

 例えば、総合商社の間で近年こうした動きが目立っています。シンガポールにはＯｌａ

ｍ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌという世界有数の農産物商社があります。世界70カ国に

進出し、非常に多彩な品目を取り扱っています。この会社に２０１５年、三菱商事が出資

しました。1,300億円を投じ株式18％を取得し、持分法適用会社にしました。 

 すでにご紹介したマレーシアの多国籍病院ＩＨＨ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅには三井物産

が出資しています。三井物産はＩＨＨ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅに追加出資し、筆頭株主に

なると報じられています。さらに伊藤忠商事はタイ最大の財閥であるＣＰグループと提携

しています。ＣＰグループは飼料や畜産、水産、冷凍食品などを幅広く手掛け、系列下に

コンビニ最大手のセブン－イレブンを持ちます。伊藤忠はＣＰグループの中核企業である

ＣＰフーズに出資し、事実上の最大の株主になる一方、ＣＰ側も伊藤忠の株を買い、事実

上の筆頭株主になっています。 

 きょうお話したようにＡＳＥＡＮ企業の海外展開、言い換えれば多国籍化は急速に進ん

でいます。日本企業の連携相手として存在感を高めるＡＳＥＡＮ企業の多国籍化動向は丹

念にフォローする必要があります。とりあえず、私の話はこれで終わらせていただきます。 

○浦田座長 どうもありがとうございます。 

 それでは、時間も限られていますので、早速、皆さんからご質問、コメントをいただい

て、幾つかまとめて牛山さんからご回答いただければありがたいと思いますが、いかがで

しょうか。 

○根本教授 どうもありがとうございました。大変興味深い話で、ＡＳＥＡＮの現状をあ

る一面から非常に理解できた気がいたします。 

 質問は２つです。 

 １つは、インドネシアの企業があまり出てこなかった気がするのですが、多分、従来型

のＡＳＥＡＮの経済構造のままといいますか、まだＦＤＩの受け入れ側なのでしょうかと

いうのが質問の第１です。 

 第２は、先ほど浦田座長がおっしゃった話ですが、米中の貿易戦争や国際貿易体制が

色々波乱含みな中でＡＳＥＡＮがどうなっていくかという問題意識で私なりに影響を考え
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ていたのですが、お話を伺うと、非製造業や病院、食料などが中心であり、あまりそうい

う影響は受けずに、ＡＳＥＡＮ企業を中心にさらに発展していくと見た方がよいのかとい

う点です。 

○小部副所長 ありがとうございました。 

 私の質問は、もし今後こういう分析をなさるのでしたら教えていただきたいということ

と、今どう見ておられるかということに関するものです。ＡＳＥＡＮの経済統合が深化し

ていったときに、もう少し、垂直統合みたいな動きが出てくるのか。所長のご挨拶にもあ

りましたが、サプライチェーンがＡＳＥＡＮの中でできてくるというメリットの中で、全

体としてマーケットを進出先国で取って拡大していく動きが出てくるのかなと思っていま

したが、ご紹介いただいた例を見ると、水平統合、あるいは直接みずから単体で進出して

いくという、どちらかというと、経済成長の発展に合わせてマーケットを拡大しようとい

う動きとしてＡＳＥＡＮの中のマーケットを見られているのかなという印象もあったので

すが、そのあたりは、どう見ておられるか。 

 もう１つは、ベトナムは、ご紹介いただいた例も国営企業で、投資上の制約もあると思

いますし、他国とは少し企業形態も違うのだろうと思いますが、直接投資が可能なのかと

いった点など全体のＡＳＥＡＮの動きの中でどのように展開していくのだろうかというこ

とについてお考えがあればお聞かせください。 

○牛山主任研究員 まず、根本先生が言われたインドネシアですが、確かにあまり出てき

ませんでした。インドネシアの対外ＦＤＩは増えてはいます。ただ、華人系企業がリスク

ヘッジのために資産を海外に移すという事例が多いとの指摘もあります。 

 また、インドネシアで多国籍企業と呼べる存在は、ＳａｌｉｍグループとＬｉｐｐｏグ

ループの２つぐらいしかないと指摘する研究者もいます。国内に２億6,000万人の大きな

市場があるため、海外に出ていく動機が乏しいというわけです。フィリピンの企業にもあ

る程度同じようなことが言えるのかもしれません。 

 それから、ＡＳＥＡＮ企業の海外展開はサービス業など非製造業が中心になっており、

製造業は相対的に少ないのが実態です。ＡＳＥＡＮ諸国は、製造業においては域外の多国

籍企業を呼び込んで振興してきた経緯があるため、強い国際競争力と持つ地場企業がそれ
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ほど多くありません。そうした事情もあるかと思われます。一方、非製造業の分野では、

国内市場を牙城としてきた政府系企業などが着実に規模を拡大し、また、資金面などで海

外展開力を高め、多国籍化の道を疾走しています。こうした現象にはＡＳＥＡＮの経済発

展の経緯といいますが、発展のパターンが映し出されている面もあります。 

 ＡＳＥＡＮ経済統合が進む中、域内に生産拠点を展開する日本企業は拠点の再編に取り

組みました。一方、ＡＳＥＡＮ企業は先に申し上げましたように非製造業分野での域内展

開が中心になっていることから、現状ではその国のマーケットを取りに行くというのが中

心になっていると思います。 

 ベトナムは、２つの側面で興味深い国です。１つは、ＡＳＥＡＮ企業がどんどん攻めて

いる、マーケットとしてのベトナム。もう１つは、ベトナム発の多国籍企業が育ちつつあ

るという、新たな投資主体としてのベトナムです。 

 まず、攻められるほうのベトナムですが、例えば、タイ企業がこのところ積極的に進出

しています。具体的には飲食品、流通などの分野でタイ企業が大規模なＭ＆Ａを仕掛け、

事業を拡大しています。タイ企業にとって同じ陸のＡＳＥＡＮに位置し、大きな人口を抱

えるベトナムは今最も重要なマーケットと言ってもいいでしょう。 

一方、2007年のベトナムのＷＴＯ加盟後、ベトナムでは地場企業が危機感を強め対外

展開に力を出したと言われています。その象徴的な事例が、先ほどご紹介したＶｉｅｔｔ

ｅｌです。ベトナム政府は今、他の企業もＶｉｅｔｔｅｌを見習えとハッパをかけていま

す。今後、Ｖｉｅｔｔｅｌのような事例が少しずつ増えていく可能性があります。 

○美並所長 興味深い話、どうもありがとうございました。 

 やはり日本との連携が今後どうなるのかすごく気になります。まずもって今例示された

企業、あるいはそれ以外でもいいですが、日本に進出、日本で事業展開している企業がど

の程度あるのか。 

 もう１点、連携の話、出資しているのは幾つかの商社の事例がありましたが、商社以外

の事例で具体的な連携はどういう動きがあるのか。 

 ２点について教えていただければと思います。 

○牛山主任研究員 日本への進出事例ですが、すぐ思い浮かぶところでは、例えばシンガ
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ポールの政府系不動産会社でＣａｐｉｔａＬａｎｄという大きな会社があります。この会

社は日本でショッピングモールやサービスアパートを展開しています。最近、日本のシル

バー市場に注目するＡＳＥＡＮ企業も出てきて、老人ホームの経営を始めたマレーシア企

業もあります。また、日本への外国人観光客数が増加を続ける中、マレーシアのＢｅｒｊ

ａｙａという大手財閥は京都でフォーシーズンズホテルを運営しています。  

商社以外の日本企業とＡＳＥＡＮ企業の連携の事例ですが、例えば、マレーシアのハ

ラル関連企業は注目されていると思います。マレーシアはハラル認証の取得が厳しい国と

言われます。従ってマレーシア企業と組んで当局からハラル認証を得れば、他のイスラム

市場にも展開しやすくなるとの思惑があります。そこでハラル関連のマレーシア企業に接

近するわけです。業種では飲食品などでこうした事例が目立つように感じます。 

○浦田座長 ほかはいかがでしょうか。もうあまり時間がないのですが、もしどうしても

お聞きしたいことがあればお伺いしたいですが、よろしいでしょうか。 

 私も最初は幾つか質問がありましたが、ほかの方に質問していただいて、非常に興味深

かったです。特にお話を聞いていると、やはりＡＳＥＡＮの競争力は一次産品関連あるい

はサービスにあり、製造業は外資に依存してきたということで、ＡＳＥＡＮ企業の対外進

出においても時代的背景や競争力の源泉が非常に強く反映されているということが分かり

ました。どうもありがとうございます。 

 それでは、時間になりましたので、今回のワークショップは以上で終わりにしたいと思

います。どうもありがとうございます。 

 最後に事務局からご連絡があります。 

○事務局 ありがとうございます。 

 今後のＡＳＥＡＮワークショップの予定についてご連絡させていただきます。次回第２

回は来年４月ごろに開催する予定です。 

 事務局からは以上です。 

○浦田座長 牛山さん、本日はどうもありがとうございました。またこれからもよろしく

お願いいたします。 

午後２時30分閉会 


